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Ulrike Babusiaux and Mariko Igimi (eds), Messages from Antiquity: Roman Law and Current 




 2016 年 2 ⽉に九州⼤学で Messages from the Antiquity: How can Roman law contribute to 
current debates in law?と題するカンファレンスが開催された。世界各地から、ローマ法
研究者を中⼼としつつ、法学者・法実務家が会し様々な報告がなされた。同カンファレ











































































































































































































































































































 にも拘らず、知的財産法理解のためにローマ法は有益である。実際に 18〜19 世紀に 
 
14 なお、本論⽂も脚註 2（本書 33⾴）で断るとおり、個別法はイングランドではヨリ遡るとされ


























からの伝統を受けて incorporeal という形容詞も⽤いられたし、ヴィントシャイト（Bern- 
hard Windscheid）は res incorporales には学術的作品や技術的作品が含まれるとさえ指摘
する。しかし現在は res incorporales ではなく immaterial goods の⽅が表現として⽤いら
れる。その理由は、res corporales はローマ法において権利を意味したが、今や我々は権
利の対象の⽅を指したいからである。それゆえ、コーラー（Josef Kohler）は知的財産権






















典第 2 編も goods (des biens)についてであって things (choses)についてではなく、この頃














 例えば、ガイウスが res incorporales を導⼊した契機の⼀つとして、mancipatio にかわ
って traditio が⽤いられるようになった、とあるが、res nec mancipi については（定義上















 またローマにおいて res incorporales は権利であって、無体の物・対象としては捉えら








































































法のルールである accession (the joining together of movables)と specification (the production 
of a new product)の適⽤実態を検討することを⽬的とする。（以上、ファン・デア・メル
ヴェ論⽂Ⅰ） 
 南アフリカのケース18では、当事者 K は BMW の 1985 年モデルの破損した⼀部を購
⼊して、板⾦⼯に持って⾏った。そこでは、同 1985 年モデルの前⽅部分を切り取り、









common sense の問題であり、本件では 1988 年モデルとして結合し、各部品はそのため
に修理・改造されたのであるから、K の有するのは従たる部分であって主たる部分では
ない。それゆえ、本件⾃動⾞全体は K の所有物ではない、と裁判所は判断した。なお、
同判決は傍論にて、accession と specification の区別を説明する別の判決を引く。（以上、 
 














 スコットランドのケース19では、訴外 F が他⼈所有のフォード⾞を盗み、その前⽅部
分を分解して、別のフォード⾞の後⽅部分と結合させて組み⽴てた。その後 F は、⾃動
⾞ディーラーの P（盗難につき善意である。本件被告）にこれを売却し、P はこれを M
（本件原告）に売却した。M に⾃動⾞が引き渡された後三ヶ⽉ほどが経過した頃、当
該⾃動⾞は盗難⾞として警察に押収差押された。M は P を相⼿取って、制定法上認め
られる売主の追奪担保責任を根拠に損害賠償を請求した。P は、盗難⾃動⾞の⼀部を使
ったとはいえ F が新たな⾃動⾞を製造したことで、specification によって F に新たな⾃












に 2 つの要件を specification 法理に求めた。第⼀に、specification によって新たな種類の
もの（a nova species）が創造されたのでなければならない（本件ではこの要件は満たさ
れたとされる）。第⼆に、specification はエクイティ上の法理であるから、創造者は善





た。Specificatio の語は、註釈学派以前の 12 世紀に編纂された、ユスティニアヌスの法
学提要に基づいた法学徒のための教科書（Brachylogus という）に最初に現れる。 
 


















































































 第⼆に、最後の suo nomine の議論に関して、所有権留保の約定で取引を⾏えば⼤丈
夫だという話であるが、所有権留保をしなくとも、そもそも代⾦未払いの場合には各種
の担保権も観念されるはずである。アメリカを例に出すと、物品等の売買であれば pur- 
chase money security interest (PMSI)が当該売買対象物について売主の担保権として（約定
や登録などなくとも）成⽴して優先度の⾼い権利となるし、⾃動⾞の修理などの場合に
























B が A の許可なく当該⼆次創作を⾏った場合、A の著作権の⽀分権である翻案権や著作
者⼈格権の⼀種としての同⼀性保持権の侵害とされる。その⼀⽅で、B の⼆次的著作物
において A の原著作物は分離し難く結びついているとも⾔えなくもないし、著作権法














旨の看板が、駐⾞場の⼊⼝をはじめ合計 20箇所ほどに設置されていた。2013 年 4 ⽉に、





登録データから B を割り出し21、B に対して 85ポンドを⽀払うよう請求した。その後






























初の 1時間は 20 プフェニヒ、以降は 1時間ごとに 50 プフェニヒとされていたが、⼥性
 
21 駐⾞場に設置されたカメラの記録からナンバープレート上の登録番号を確認し、運輸省（Driver 
and Vehicle Licensing Authority = DVLA）のデータベースで登録所有者を照会したものである。




23 ParkingEye Ltd v Beavis [2015] UKSC 67, [2016] AC 1172. 








































25 D.2.14.2. 本書 69⾴の引⽤。翻訳は評者により、本書に併記・引⽤される英訳を参照はするが⾷
い違うと⾒られる場合にはラテン語原⽂を尊重して（適宜補いつつ意）訳を⾏う。以下同じ。 








locatio conductio28の期限後にも conductio に留まるならば、再度 conducere しているとさ

























































































































































32 懲罰賠償（punitive damagesないし exemplary damages）は損害の填補を超える⾦額を賠償額とし
て課し、加害者に対する罰を与えつつ、加害者および将来の潜在的加害者が同様の⾏為に及ぶこ
とを抑⽌するための制度である。その懲罰的性格は論争の対象でもあり、イギリスでも Rookes v 




























































 また、英⽶の場合には mortgageは原則として裁判所での実⾏⼿続（受戻権喪失⼿続 foreclosure）
があり、この点、mortgageと訳してしまっていることから、「正式な実⾏⼿続を回避できる（can avoid 
formal enforcement procedure）」との表現に英⽶の法律家は混乱するかもしれない。 
40 Merchandise stockの語が当てられ、誤解されることはないと思われるが、アメリカの ABLでは
inventoryの語が⼀般的である。 










































43 最（⼀）判平成 18 年 7 ⽉ 20⽇⺠集 60 巻 6号 2499⾴。 
44 Within the range of normal management of businessと訳されているが、in the ordinary course of busi- 
nessという⽅がヨリ⾃然である。 






























象を与えるであろう。英語では担保権⼀般には security interestといい、個別の制度ごとに mortgage, 
charge, lienなどの語が⽤いられる。 
46 原⽂が‘The main idea [of this article] is, that universitas rerum constituted a real security right over a 
plurality of objects in Roman law, even without possession.’と⾔うので本⽂に要約したような意味にな
ってしまう。筆者が⾔おうとしたのは、「集合物が⾮占有担保物権の対象となりえた」ではない
かと思われるので、例えば‘This article shows that universitas rerum as a collection of plural movables 
could be the object of a real security right without possession in Roman law.’と端的に⾔えばよかったの
ではないか。 
47 なお、fiducia cum creditoreもまた⾮占有担保物権として論じうるが、その⽬的物は res mancipi







48 ???? res mancipi???????? fiducia?????????????????????? 












































⾏使できる持分権者がいない、と⾔う。その上で、‘partem dimidiam totius eius’をいずれかに分ける
ことは、もはや（元の集合物の過半数として把握しうる）群れを分解することになり、やはり⼀























 以上に対しては、次の問いが浮かぶ。(a)数の増減にも拘らず grex が同⼀であるとさ
れうるのはなぜか。(b)群れを構成する個体数が⼀になったらもはや grex とはみなせな
いのはなぜか。(c)grex についての rei vindicatio は認められるのに usucapio が認められな
いのはなぜか。（以上、宮坂論⽂Ⅱ２まで） 
 
51 なお、英⽶法において(doctrine of) res judicataはラテン語そのままで「既判⼒（の法理）」を意
味し、ローマ法のそれとニュアンスを異にする。したがって、ローマ法に詳しくない英⽶の法律
家を読者に想定する場合、若⼲の解説が与えられる⽅が誤解を減らせる。 



























せ次第で、物の根本的性質である oikeia ousia が決定される、と考えられる。そしてス
トア派の範疇論においては、この oikeia ousia は存在するものの性質（characters）の第
⼀段階であり、基底的部分にある hymokeimenon と呼ばれ、この hymokeimenon から当該
存在の基底的性質である poiotes が現実に現れ、この効果として当該存在に形が与えら
れる。性質の第⼆段階は to poion すなわち本性（the nature）であり、これには何らかの
種に共通する koinos poion と、個物に特有でそれを個物と認識せしめる idios poion に分
けられる。何らかの認識可能な本性を有するものはすべて、個々の corpus（物体）であ
り、それゆえ存在する、とされる。 
 ⼀つの corpus は、ある⼀つの hexis によって（uno spiritu＝⼀つの精神によって）貫か
れ、能動的・受動的諸要素の特定の混合である synkhysis から帰結する。Synkhysis は四
種の変化の⼀つで、それまで別々であった⼆つの poiotes（poiotetes）55が消滅し、新た
な poiotes に結合することを指す。これに対し、synemmenon は複数の個物（several indi- 
vidual corpora）から成り、それぞれは隣接して主たる corpus に結び付けられる。それぞ
れが隣接するという mixis parathesei の帰結として、表⾯的な接触を通して⼀つの存在と
なるのである。ここでは各個物は独⽴に存在を保って単⼀体を成さないので、統⼀され
た hexis を有さない。にも拘らず、synemmenon は統合された poion を有し、それによっ
て⼀つの対象として認識でき、また⼀つの corpus を成すとされる。 
 そして corpus ex distantibus は互いに結び付けられもしないので、synemmenon でもな
いが、それでもなお、個々の corpus には認識されない何らかの poion がそれら corpora56














55 念のため、poiotesが単数形で、その複数形が poiotetesである。 







るのではなく grex 全体の構成物として⾒られ、個体の変更は grex の存在を変更しない
からである。群れ内の家畜が減少して⼀頭だけになった場合には grex とは⾒なせない
のはなぜかという(b)の問いに対しては、grex の idios poion はその中の家畜の結びつき
であるので、⼀頭になればその統合は失われ、grex としての本質が変化する（なくなる）
からである。 





物の占有をしていれば同時に時効取得の対象となるとする。それではなぜ quod ex dis- 
tantibus constat57はそれ⾃体⼀つの corpus として⾒なせないのか。ストア派によれば、こ



















































































倉庫管理者（horrearius）であるセレウクス（Publius Annus Seleucus）が、毎⽉ 100セス
テルティウスの賃料で No.26 の倉庫を、ファウストゥス（Gaius Sulpicius Faustus）に賃
貸した（leased）。同倉庫には、13,000モドゥスのアレクサンドリア産の⻨が貯蔵され
ていると伝えられたがセレウクスとその奴隷によって計量されるべし、と記載された。




































































料を⽀払われない場合（in case that the debtor as a conductor has not been paid his rent）」とはどうい
うことか。賃借⼈が賃料を⽀払われることになっている。ユクンドゥスに対する分割弁済のよう
なものという可能性もないではないが、本論⽂で⼀切説明されていない。 





















けるためには、債権者は conductor になるのが簡便であった。というのも、倉庫の locatio 
conductio においては conductor にはある種の占有（a kind of possessio）が与えられたか
らである。それは、locatio conductio の対象物の管理および運営のための占有（a possessio 
for custody67 and administration）の⼀種であった。この管理運営のための占有は、locatio 
conductio の対象物をどこに保管するか決め、担保物権対象物を運営する助けとなった68。
しかし、次の 3 つの理由から、担保物権対象物が所在する倉庫の locatio conductio が、
ユクンドゥスが債権者の許可なく対象物を売却して移転するのを防ぐために possessio







るので、a conductor has not been paid his rentの意味も通る（もっとも、debtor as a conductorという
理由はわからないままである）。 













68 ‘This custodial and administrative possessio was of help to administrate the object of the real security 
right locating the object of location conductio.’ この⽂は⽂法的にもどう理解するべきか悩ましいが、
末尾の「locatio conductioの対象物」はまず倉庫それ⾃体であろうから、これを locateするとはど
ういうことか。倉庫の場所を⾒つけ出す、特定するという意味ではないだろうし、倉庫の置き場
所を決めるという話でもないだろう。前置詞 inなどを後置し忘れたとしたら、the object of the real 
security right＝倉庫内容物を主語とする現在分詞として、賃貸借対象の倉庫の中にある⻨、と理解
しうるだろうか。しかし倉庫内の⻨を administerするとはどういうことか。単に take care ofの意味
か。英⽶法では資産を administerするという場合には、倒産財団や遺産の管理を⾏うことを指すこ














 また、店舗（taberna）内の商品に関する事例が Digesta に伝わる（D.20.1.34 pr.）。そ
こで問われたのは、「債務者が店舗を債権者に質権として与えた場合に（Cum tabernam 




































の（quae ibi deprehenduntur）」や「債務者の死亡時に店舗内に取り込まれていたもの（quae 
mortis tempore debitoris in taberna inventa sunt）」と⾔う必要はなかったことになる。第




果は法学者の universitas rerum概念には取り込まれていたかもしれない。 
 ともあれ、かくして taberna（店舗）に関して当てはまることは horreum（倉庫）に関
しても当てはまると考えることができる。というのも、両者は collaterally に扱われてい
るからである70。（以上、宮坂論⽂Ⅲ） 





が当該個物に対して取戻しを⾏う場合には劣後した。第三に、corpus ex distantibus は集
合のまま usus fructus や売買の対象となりえた。第四に、corpus ex distantibus に対して⾮
占有担保物権を設定することが可能であった。 
 こうした特徴は、⽇本の最⾼裁判例が認めた集合動産の性質と類似する。そしてロー



















（as a collateral）と筆者は⾔いたかったのかもしれない。なお、「同様に」の意味であれば collaterally










































































和 58 年 3 ⽉ 18⽇判決の検討」（本書 107〜112⾴） 
（１）概要 
⽇本⺠法典の下では、第⼀次遺贈のみが認められている。すなわち「ある財産を A
に、A の死後は B に」という遺⾔条項の有効性については、第⼀次受遺者たる A に関
 
72 なお、例えばアメリカの融資実務では債務者の全資産を対象に包括的に担保にとる、そのため


















がこうした第⼆次遺贈を扱った判決 2件のうち 1件（最（⼆）判昭和 58 年 3 ⽉ 18⽇。
以下「本判決」という）を特に紹介し、ローマ法（ロマニスト）の観点から検討を⾏う
ものである。（以上、佐々⽊論⽂Ⅰ） 
 本判決の事案は次のとおりである。I75は⻑崎県で⽊材店を営んでいたが、1974 年 3
⽉ 7⽇に⾃筆証書遺⾔を作成した（その後、1976 年 10 ⽉ 17⽇にわずかな修正〔⼀部
字句の訂正〕が⾏われた）。全 11 か条のうちの第 7条は、遺産中のある⼟地建物（以
下「本件不動産」という）につき、その妻 A に遺贈し、A の死後は遺⾔者 I の 8⼈の親
族（後述の G を含む遺⾔者⾃⾝の⾎族 5⼈76と遺⾔者の妻 A の兄弟姉妹 3⼈77）の共有
財産となると定めた。なお、本件遺⾔は 3⼈の相続受益者（beneficiaries）のために作成
されており78、その 3⼈とは遺⾔者の妻 A、遺⾔者の甥 G（I の経営する⽊材会社の後
継社⻑である79）、遺⾔者の弟 H であった。本件不動産は I の⽊材取引業のための⽊材
を⽣産するために使われる場所80であり、I の遺⾔はこの事業が安定的に営まれるよう
にするため、（当初 A にその権利を与えるものの）G に決定権を付与するアレンジメ
ントであったと考えられる（本書 112⾴には家系図とともに、G が 3/20 を取得するの
を除くと、I の側の⾎族で合計 9/20、A の側の家族で合計 8/20 が分けられることが図⽰
される）。I は 1976 年 12 ⽉ 24⽇に死亡し、その半年後に、妻 A が本件不動産につき、
 




76 家⽉登載の上告代理⼈による上告理由によれば、Gは Iの甥、その他の 4⼈は Iの弟妹。 
77 同じく 3⼈は Iの妻 Aの弟妹。 
78 ‘[T]his testament was devoted to three beneficiaries’（本書 108⾴）. しかし、家⽉登載の上告理由（149
⾴）を⾒ると、三⼈は名宛⼈とされているようなので、devoted toではなく addressed to, intended for, 






岡⾼判昭和 55 年 6 ⽉ 26⽇家⽉ 36 巻 3号 154⾴以下〔最判の参照資料として登載〕）には両当事
者に争いのない事柄として「（与作の姉の⼦）」と明⽰されるので、Iの姉の⼦と公式記録上明ら
かである。 
80 ‘[V]enues used in the production of the timber-materials’（本書 108⾴）. しかし、判決原⽂は「〔材
⽊〕会社の経営中は置場として必要であるから⼀応そのままとして」と遺⾔の内容を要約してい







 I の⾎族側の 3⼈が訴訟を提起し、⾃⾝らへの遺贈および⾃⾝らが I の遺⾔の相続受
益者81であることの確認82と、本件不動産の所有権が A（単独）に移転された旨の登記
の抹消（⼿続）を求めた。原告らは、I の遺贈は A の死亡までその執⾏が停⽌された遺
贈であると主張し、予備的に、これが条件付遺贈であるならば I の複雑な遺⾔はあまり
に不明瞭で有効でなく、それゆえ遺⾔それ⾃体も登記も有効たりえない、と主張した83。














82 本論⽂は claimed the confirmation of …と表現するが、我が国の確認判決に相当する英⽶の制度は

























 原告らは、遺⾔の全 11条項を検討せず第 7条の前半のみを取り出した原審の判断は





ない、と⽰した87。問題の第 7条は 3 つの段落（three paragraphs）から成り、第⼀に妻
Aへの遺贈、第⼆に会社のためにこれを管理すること、第三に妻 A の死後に 8⼈の親
族で共有すること、が書かれている88。他の条項では、⽊材会社の経営、妻 A の⽣命保
険89、その他の財産の妻 A および甥 Gへの遺贈に関することが定められている。そして
第 11条において、本件不動産を換価することは困難であり、第⼆次受遺者として共有
する者らは、会社経営者である G から賃料を受けるべきであると定められる。この遺




















88 本論⽂は‘As noted’として第 7 条が 3 段落から成るというが、本書 108⾴には A への遺贈の規定













望を⽰したに過ぎない、という解釈90。第⼆に、妻 Aへの遺贈は、妻 A が何らかの⽅法
で（例えばＡ⾃⾝の遺⾔によって）第⼆次受遺者に対して本件不動産を移転しなければ
ならない、という解釈91。第三に、A の死亡時に本件不動産が A に帰属する場合にのみ
（ないしそのような条件下で）本件原告らへの遺贈が実現されうる、という解釈。第四
に、妻 A は本件不動産を譲渡することはできず、実質的に彼⼥の権利は使⽤収益権

















も強い。この点、ローマ法における遺贈（legatum）や usus fructus といった諸観念の淵
源を辿ることで、歴史的基礎に基づいて⽇本法に新たな法制度を導⼊する参考となるだ



































































脚註 8（本書 111⾴）において 2006 年改正後の信託法に基づけば跡継ぎ遺贈は可能で
ある旨に触れる。そこでは期限が付されていることが問題であると指摘されているよう



















英⽶法の伝統において、不動産に相当する real property とそれ以外の財産権を指す per- 
sonal property があり、前者が封建制に基づく国王裁判所による相続制度、後者が教会裁
判所による相続制度にそれぞれよっていたことから、⽤語も分けられていた。遺贈にか
かる⽤語については、real property については devise という動詞が⽤いられ、受遺者は
devisee である（本判決では不動産が対象であるので、devisee と⾔えば紛れがなかった）。
Personal property の遺贈は legacy または bequest といい、受遺者は legatee である。近年
は相続制度内の real/personal property の区別の必要は薄れており、遺贈にかかる⽤語も
互換的に⽤いられる傾向にあるので、legatee を⽤いても誤解はなかったと思われる（ロ
ーマで legatum と呼ぶことに合わせるという意味でも legatee でよいだろう）。本論⽂の
⽤いる beneficiary of the bequest も、ややまどろっこしい感じもするが、誤解はないだろ
う。 
 同様に、相続⼈に関する⽤語も real property については heir といい、personal property
については next of kin という。これらも近年は互換的に⽤いられる傾向にある。もっと


























































































































































































































修辞学の理論に照らして Digesta を読んでみると、ローマの法学者には哲学や修辞学の 
 
101 厳密にはこれに先⽴つ EC等も、本論⽂は便宜上全て現⾏の EUの組織や制度の名前でまとめ
る（区別が必要な場合を除く）ので、本稿でも原則として EU等で代表させる。 

























ば法務官の規律した相続法の制度として bonorum possessio がある。市⺠法上の無遺⾔
相続においては、⽗の死亡時にその権⼒化にある⼦のみが当該⽗の第⼀次嫡出相続⼈
（the first legitimate heirs）となりえ、既に emancipate された（権⼒下から出された）⼦
は市⺠法上⽗から相続することはなかった。他⽅、法務官は emancipate された⼦に対し













































































⽂で負担（modus）は遺贈に関して⽤いられるので（負担付遺贈 legatum sub modo）、
本件遺⾔においてこれが付記されたことの法律効果を決定するために遺⾔法に沿った
原則を皇帝が持ち出すのは⼀貫する。本件でこの原則は、遺贈対象物の誤った指定を克







































































































1957 年ローマ条約に基づく EEC が 6 カ国に始まり、1973 年には英国等を加え、その後


















内法107、第三に純粋な EU 法である108。加盟国が EU 法に違反しているとの紛争が⽣じ
たら、EU 委員会は公式の通知で遵法するよう求め、それでも従わない場合には、委員
会ないし他の加盟国は EU裁判所109に提訴できる。EU裁判所によるもう⼀つの法統合
作⽤として、ローマ条約以来認められてきた先決問題管轄権（jurisdiction to give prelimi- 





くして、EU裁判所が EU 法の⾃律的秩序を確保するのである。 
 EU 法が加盟国の法秩序を変⾰した原動⼒となった⼆つの EU 法の判例原則がある。
第⼀は EU 法の加盟国国内での直接効であり、第⼆は EU 法の加盟国国内法に対する優
位性である。 
 EU 法の直接効は、Van Gend & Loos として知られる判例110に始まる。オランダの会
社（Van Gend en Loos. 以下「G社」という）がドイツから化学製品を輸⼊したところ、
オランダの課税庁がこれに関税を課した。G社が、域内での関税を認めないとしたロー


















109 本論⽂は European Court of Justice (ECJ)の⽤語を使うが、最近の英語⽂献では Court of Justice of 
the European Union (CJEU)という条約上の⽂⾔で呼ぶことも多くなっているように思われる。なお、
本⽂中何度か EJCとの表記があらわれるが（例えば本書 161⾴の条約⽂⾔の引⽤後の⽂、164⾴の
最後の判決引⽤後のパラグラフ内の⽂）、ECJのタイポであろう。 
110 Case 26/62 NV Algemene Transporten Expeditie Onderneming van Gend en Loos v Nederlandse 
Administratis der Belastingen [1963] ECR 1. 










は⾃⾝の主権を制限し、⾃⾝とその国⺠に妥当する法の領域（a body of law）を創設し
たのである。このような EU の法秩序を受容することのコロラリーとして、加盟国は、








触するとき、EU 法が優先されること。第⼆に、しかし EU 法は国内法の序列には⼊ら
ないこと（牴触する国内法は無効とはされず適⽤が除外されるだけ）、である。（以上、
バビュジヨー論⽂Ⅲ１） 














































































































117 現にローマとイングランドを⽐較したものとして、例えばWW Buckland and Arnold D McNair, 



















































































119 D.18.1.11 pr. 本書 171⾴。 
120 ?????????owner, dominus???????????????????????????
???????? stipulatio???????????????????????????????
??????????? 175?????? 21???????????????real act?????







































122 D.17.2.71 pr. 本書 177⾴。 
123 ??????????????????????????????????????????
???????????????????????????????????? 177?? 







































































































































































126 英語の dialecticalには、⼀般に「弁証法的」と訳される dialecticという意味と、「⽅⾔に関する」
を意味する dialectalと、いずれかを意味しうるが、ここでは前者だと解されるので明⽰的に⾳訳す
る。ディアレクティックな⽅法はプラトンによって最初に考案されたと筆者はいう。 








































 イギリスの法律家ポロック（Sir Frederick Pollock）は、その不法⾏為法に関する書籍
の中で、⼈格的不法（personal wrong）――これにはイングランド法の名誉毀損にあた








































 Hybris はラテン語では contumelia と訳され、これは iniuria の⼀種である。バークス 
 
133 なお、本書 195⾴で Aristoteles, Rhetorica 1379 b 24-30を引いた後に、「これらのパッセージか
ら明らかになることとして、第⼀に、ある者の振舞いは、これには様々な種類の⾏動が含まれ、
例えば話すこと、書くこと、物理的に攻撃すること（speaking, writing as well as physical assault）
……」と筆者は述べるが、writingや physical assaultがどこから出てくるのか判然としない。アリス
トテレスからの最初の引⽤にある πράττειν καὶ λέγειν（筆者が付す Kennedyの英訳では doing and 























damnum iniuria datum は富（wealth）に関わるが、furtum が不法な富の再分配に関し、





















 この hybris の構造はウェア（Tony Weir）がイングランドの名誉毀損（defamation）法
について触れるときのそれと全く同じである。すなわち、名誉毀損とは「A が C に対










と訳した。ここでは、続く本⽂も bonum et aequumにしたがって算定されるというので懲罰的要素
はないと思われるが、もし懲罰賠償を含めうるのであればヨリ⼀般的な⾦銭賠償を意味する
damagesと⾔うべきであったことになる。 










 Iniuria をもう少し厳密に検討すると、これは contumelia と adversus bonos mores の 2
要件に分ける必要がある。前者は、英語では insult と訳し、これが名誉毀損の不法⾏為
とパラレルであるとされる傾向にあるが、注意が必要である。というのも、ローマ⼈⾃












 最後に近代の⽇本における iniuria ないし名誉毀損の事例を⾒てみよう。実は⺠法典が 
 
141 ???? recuperatores????????????????????????????????? 
142 原⽂は courtroom. 陪審も含むものとして⾔及していると思われる。なお、イングランドは 1933
年の制定法で⺠事裁判における陪審の利⽤を⼤幅に制限したが、名誉毀損は詐欺などと並び、今
でも陪審審理の対象としうる。 


















































144 本論⽂でも Early Meiji periodと⽰すのみで、それが⻄暦でいつ頃か述べない⽇本⼈研究者によ
る英語⽂献は少なくない。しかしこれは必ずしも国際的な共通了解ではないので、since 1868や









































































（oriented to public-interest）、かつそれが真実であると信ずる合理的根拠（reasonable 
ground）があれば、責任は問えないとする158。しかしポイントは真偽の問題ではなく、
蓋然性（likeliness）の問題である159。噂が広まってしまえば、被害者はもはや体⾯を取











あって、法的英語表現として形容⽭盾のように⾒える。no punitive damages are allowedなどと書く
べきであった。 
























 ⽇本の名誉毀損法を hybris と iniuria と⽐較してみると、いくつかの特筆すべき類似性







とを hybris として提訴し返すことがあったのも注⽬すべきである。 







































ャでは hybris と、ローマでは iniuria と、コモン・ローでは defamation と呼ぶのである。





























165 原⽂は‘Information in kind cannot be identified.’である。もし‘in kind’が語尾に置かれたならば「同
じ⽅法では特定できない」と訳せるが、informationにかかっているので、This kind of information
を書き間違えたものと読むことにする。いずれにせよ「同じ⽅法」が何を指すかさっぱり分から

















 第三に、ローマにおける hybris の扱いと、イングランドにおける hybris ないし iniuria
の扱いについて、漠然と参照者が元の概念・観念を精確に理解したことを前提としてい
るように⾒受けられるが、本当にそうか。例えばポロックの不法⾏為法の教科書で、彼












 とは⾔え、⼤審院時代の判決原本が 1990 年代にひと悶着あってようやく研究対象と
されうるようになったことや、19 世紀の事件・社会状況の様⼦などを英語でアクセス
可能としたことは⾮常に有益であろう。⺠事名誉毀損と刑事名誉毀損との議論をヨリ丁
寧に論じて不⽤意な混同がなかったならば、なお望ましかったであろう。本論⽂が、ギ
リシャ、ローマ、イングランド、⽇本を横断して⼤⾵呂敷を広げた野⼼的な試みである
ことは間違いない。 
 
４ 
以上に⾒たとおり、実に様々な論考が本書には収められている。評者の能⼒不⾜から誤
った紹介をしてしまったであろうことをおそれる。また、評者なりに各論⽂の主張とそ
の論証において重要なところを要約して紹介しようと試みたが、実際には具体的事件や
制度の検討においてその論証を⾏うタイプの論考が多かったために、紹介にかなりの紙
幅を割かざるをえなくなり、結果的に⼤部の著書紹介となってしまった。 
ローマ法雑誌創刊号[2020] 
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 本稿では、個々の論⽂に対して多くの疑問を提⽰し、批判めいたこともいくらか書い
たが、これは本書がそのような知的反応を喚起する魅⼒を備えていることの証左であっ
て、悪書であることを全く意味しない。本書の「実験的性格」は、まさに様々な批判を
受け⼊れる覚悟の表明であり、あるいは問題発⾒の端緒として、あるいは果敢に挑んだ
ものの失敗した反⾯教師として、参照されることは筆者らの希望するところであろう。
それだけ、本書が取り組もうとした問題――ローマ法を参照しつつ現代の問題に取り組
む――は難しいということでもある。 
 このことは英⽶法という外国法研究を主戦場とする評者にも直接に返ってくること
でもある。⽇本の法学研究者がなぜ⽇本法でなく外国法を研究するのか、ということは
評者⾃⾝常に突きつけられる問題である。本書は、敢えて積極的にこの困難を⾃分たち
でも引き受けようとするローマ法研究者の試みとも⾔える。参照先のローマの理解も、
現代の問題の精確な理解も、いずれも難しい問題であって「⼆兎追う者は⼀兎も得ず」
の危険もあるが、バビュジヨー論⽂の⾔うとおり、⼀つのみを⾒て視野が狭くなるのを
バランスしてくれる良さが、外国法研究であれ法制史研究であれ、他者の制度を観察す
る研究態度の中にはあることだろう。 
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